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網走地区消防組合財務規則 

 

網走地区消防組合財務規則（昭和 48年規則第７号）の全部を改正する。 

目次 

 第１章 総則（第 1条－第 6条） 

 第２章 収入 

第１節 徴収（第 7条－第 15条） 

  第２節 収納（第 16条－第 23条） 

  第３節 収入の過誤（第 24条・第 25条） 

  第４節 収入未済金（第 26条・第 27条） 

 第３章 支出 

第１節 支出負担行為（第 28条・第 29条） 

  第２節 支出の手続（第 30条－第 41条） 

  第３節 支出の特例（第 42条－第 58条） 

  第４節 支払の手続（第 59条－第 81条） 

  第５節 支出の過誤及び整理（第 82条－第 83条） 

第４章 決算（第 84条） 

 第５章 契約 

第１節 一般競争入札（第 85条－第 103条） 

  第２節 指名競争入札（第 104条－第 107条） 

  第３節 随意契約（第 108条－第 111条） 

  第４節 契約の締結（第 112条－第 118条） 

  第５節 契約の履行（第 119条－第 133条） 

 第６章 指定金融機関等 

第１節 収納（第 134条－第 140条） 

  第２節 支払（第 141条－第 148条） 

  第３節 雑則（第 149条－第 154条） 

 第７章 基金、歳入歳出外現金及び有価証券（第 155条－第 162条） 

 第８章 公有財産 

第１節 公有財産に関する事務（第 163条・第 164条） 

第２節 取得及び処分（第 165条－第 168条） 

第３節 管理（第 169条－第 173条） 

第４節 公有財産台帳（第 174条－第 177条） 

第５節 報告（第 178条・第 179条） 

 附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 本組合の財務に関しては、法令、条例その他別に定めるものを除くほか、この規則

の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 法     地方自治法（昭和 22年法律第 67号）をいう。 

(2) 政 令 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）をいう。 

(3) 省 令 地方自治法施行規則（昭和 22年内務省令第 29号）をいう。 

(4) 課長等  消防組織法（昭和 22年法律第 226号）に定める消防署長及び網走地区消防 

組合消防本部規則に定める課長をいう。 

(5) 収入決定権者 管理者又はその委任を受けて収入の調定をする者をいう。  

(6) 支出負担行為者 管理者又はその委任を受けて法第 232条の 3に規定する行為を行う 
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者をいう。 

(7) 支出決定権者 管理者又はその委任を受けて支出命令する者をいう。 

(8) 契約担当者 管理者又はその委任を受けて売買、貸借、請負その他契約の事務を担当

する者をいう。 

(9)  財産管理者 管理者又はその委任を受けて公有財産を管理する者をいう。 

(10) 出納機関 会計管理者又はその委任を受けた出納員若しくは法第 171条第 4項の規定

により、出納員の委任を受けたその他の会計職員をいう。 

(11) 指定金融機関等 指定金融機関及び収納代理金融機関をいう。 

(12) 収納金融機関 指定金融機関等のうち、公金の収納の事務の全部又は一部を取り扱う

金融機関をいう。 

(13) 支払金融機関 指定金融機関等のうち、公金の支払いの事務の全部又は一部を取り扱

う金融機関をいう。 

(14) 証 券 政令第 156条第 1項各号に掲げる証券をいう。 

(15) 歳入歳出外現金等 歳入歳出外現金及び組合が保管する有価証券で、組合の所有に属

しないものをいう。 

(16) 通知書等 納入通知書兼領収書、納付書、納入書、戻入通知書及び更正通知書をいう。 

(17) 収入原符 収納した通知書等をいう。 

(18) 登録 財務会計システムを使用して情報を入力(入力された情報の修正及び更新を含

む。)し、かつ、蓄積することをいう。 

（委任及び専決） 

第３条 管理者の権限に属する事務のうち、副管理者に委任する事務は、別に定める。 

２ 管理者の権限に属する財務のうち、課長等をして専決処理させることができるものは、

別に定める。 

（指定金融機関等に対する印鑑等の通知） 

第４条 出納機関は、指定金融機関等に、振出し小切手の照合のため、印鑑票により、その

印鑑及び職氏名を通知しなければならない。 

（出納機関の事務の引継） 

第５条 出納機関（会計管理者を除く。）に異動があった場合は、前任者は異動の発令の日か

ら 5日以内にその担任する事務を後任者に引継がなければならない。 

２ 前項の場合において、特別の事情によりその担任する事務を後任者に引継ぐことができ

ないときは、管理者の指定する職員に引継がなければならない。この場合において引継ぎ

を受けた職員は、後任者に引継ぐことができるようになったときは、直ちにこれを後任者

に引継がなければならない。 

３ 前任者の死亡により、事務の引継ぎをすることができないときは、前項の規定にかかわ

らず会計管理者が当該事務を引継ぐものとする。この場合において、後任者が決定したと

きは、前項後段の例による。 

（賠償責任） 

第６条 法第 243 条の 2 第 1 項後段の規定により損害の賠償をしなければならない職員は、

同項各号に掲げる行為をする権限を有する職員が当該行為をし、又はすべき場合において

は、当該行為につきその職員を直接に補助する職員とする。 

第２章 収入 

第１節 徴収 

（歳入の調定） 

第７条 収入決定権者は、歳入について債権が確定したときは調定書により調定しなければ

ならない。ただし、事前に調定しがたいものは収入後に調定することができる。 

２ 収入決定権者は、歳入の調定をしたときは直ちに収入原簿を整理しなければならない。 

（分割納付による調定） 

第８条 収入決定権者は、分割納付を認めたときは、分割納付される歳入の額について、そ

の納期の到来のつど調定しなければならない。 
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（免れた収入金の調定） 

第９条 収入決定権者は、収入すべき金額で未調定のものがあることを発見したときは、そ

の金額について直ちに調定しなければならない。 

（返納金の調定） 

第１０条 収入決定権者は、政令第 159 条の規定による誤払金等に係る返納金を歳入に組入

れる場合において、支出決定権者が当該返納金について通知をしており、かつ、返納金が

出納閉鎖期日までに納入されていないものであるときは、出納閉鎖期日の翌日をもって当

該未納に係る返納金について調定しなければならない。 

（調定額の変更） 

第１１条 収入決定権者は、調定後において調定額に変更を生じたときは、直ちにその増加

額又は減少額について調定しなければならない。 

（調定の通知） 

第１２条 収入決定権者は、収入金の調定をしたときは直ちに調定通知書により出納機関に

通知しなければならない。 

２ 前項の通知は、登録することにより行ったものとみなす。 

（納入の通知） 

第１３条 収入決定権者は、歳入の調定をしたときは、納入通知書により当該納入義務者に

送付しなければならない。ただし、納入の通知を必要としない歳入及び納入通知書により

難い歳入については、この限りでない。 

２ 納入通知書は、納期限の 10 日前までに納入義務者に送付しなければならない。ただし、

特別の事情がある場合はこの限りでない。 

３ 収入決定権者は、出納機関が直ちに収納することができる次の各号に掲げる随時の収入

金については、第 1項の規定にかかわらず口頭等の方法で納入の通知をすることができる。 

(1) 施設の窓口において徴収する使用料、手数料等 

(2) 不用品を代金と引換えに売り払う場合の売却代金 

(3) 前 2号のほか、その性質上納入通知書によりがたい収入金 

（調定の変更による納入の通知） 

第１４条 収入決定権者は、調定額を変更したときは、直ちに次の各号の手続きにより納入

義務者に通知しなければならない。 

(1) 調定額を増額したときは、増加額について新たに納期限を定めて納入義務者に更正通

知書及び納入通知書を送付する。 

(2) 調定額を減額したときは、納入義務者に更正通知書及び納入通知書を送付する。ただ

し、既に納付済の場合は、納入通知書は送付しないものとする。 

（納入通知書の再発行） 

第１５条 収入決定権者は、納入義務者から納入通知書を亡失し、又は著しく汚損した旨の

申出があったときは、遅滞なく当該納入通知書に記載されていた事項を記載した納入通知

書を作成して納入義務者に交付しなければならない。この場合、発付年月日及び納期限を

変更することなく欄外に「再発」と表示し、交付するものとする。 

第２節 収納 

（出納機関の収納） 

第１６条 出納機関は、納入義務者から納入通知書により現金を受領したときは領収書に領

収日付印を押して交付しなければならない。 

（口座振替の方法） 

第１７条 政令第 155 条の規定により、口座振替の方法により歳入の納付をしようとするも

のは、あらかじめ預金口座振替依頼書を指定金融機関等を経て管理者に提出しなければな

らない。 

２ 前項の規定による納付については、納入通知書又はフロッピーディスク等により行うも

のとする。 

（小切手による納付の要件） 
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第１８条 政令第 156 条第 1 項第 1 号に規定する小切手は、次の要件を具備したものでなけ

ればならない。 

(1) 網走手形交換所決済参加地域を支払地と定めたもの 

(2) 持参人払式のもの又は会計管理者、指定金融機関等を受取人としたもので納付額を超

えないもの 

(3) 呈示期間内に支払のため呈示することができるもの 

(4) 小切手裏面に納入義務者の住所及び氏名が記載してあるもの。ただし、納入義務者が

自ら振出したものについては、この限りでない。 

（不渡小切手の処理） 

第１９条 出納員等又は指定金融機関等は、納付された小切手について、支払を拒絶された

ときは、不渡小切手報告書に当該小切手を添え、指定金融機関を経て会計管理者に提出し

なければならない。 

２ 会計管理者は、不渡小切手の提出を受けたときは、指定金融機関に対しては収納取消通

知書を交付し、当該出納員に対しては小切手不渡通知書をもって通知するものとし、当該

収入について収入原簿の消込みが終了しているときは、これを取り消すものとする。 

３ 前項の場合において、出納員は、欄外に「小切手不渡により再発」の表示をし、直ちに

納入通知書等を再発行のうえ当該不渡小切手と共に納入義務者に送付しなければならない。 

（納入通知書等を発しないものに係る領収証書） 

第２０条 第 13条第 3項の規定により、納入通知書を発しないものに係る収入金を収納した

場合において交付する領収証書は、本人の職、氏名を記入し、収納に使用する印鑑を押印

して納入義務者に交付するものとする。 

２ 領収証書は、1 枚につき 1 件に限り所要事項を記載し、納入義務者に交付するものとす

る。ただし、同一人について同一科目に 2 件以上の収納を行なう場合においては、これら

をあわせて 1枚に記載することができる。 

（調定金額の記載） 

第２１条 出納機関は、調定の通知を受けたときは、収入月計表に調定金額を記載しなけれ

ばならない。 

（収入原符の整理等） 

第２２条 指定金融機関は、収納代理金融機関の収納引継分及び窓口収納分を含め、これを

会計年度別、会計区分別及び歳入科目別に区分し、出納機関に送付しなければならない。 

２ 出納機関は前項の収入原符の送付を受けたときは、収入金額等を確認後これを会計年度

別、会計区分別及び歳入科目別に区分し、保管しなければならない。 

（帳簿の記載） 

第２３条 出納機関は、前条第 2 項に基づき収入日計表を作成し、現金出納報告書と照合し

なければならない。 

２ 出納機関は、毎月の収納金を会計年度別、会計区分別及び歳入科目ごとに区分し、収入

月計表を作成しなければならない。 

第３節 収入の過誤 

（過誤納金の還付及び充当） 

第２４条 収入決定権者は、納入義務者が納入した過誤納金を還付するときは、第 3 章の例

により戻出書によって戻出の決定をし、これを還付しなければならない。 

２ 出納機関は、戻出書の送付を受けたときは、収入簿に必要な事項を記載しなければなら

ない。 

３ 前 2 項の場合において、法令の規定により過誤納金を納入義務者の未納金に充当すると

きは、過誤納金充当命令書により出納機関に命令を発し、第 3 章の例により振替充当しな

ければならない。 

４ 収入決定権者が過誤納金を還付するときまたは充当したときは、管理者は納入義務者に

対し、過誤納金還付通知書または過誤納金充当通知書により通知しなければならない。 

（調定及び収入の更正） 
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第２５条 収入決定権者は、歳入の会計年度、歳入科目等を更正したときは、出納機関に収

入更正通知書により通知しなければならない。 

２ 出納機関は、前項の規定により更正の通知を受けたときは、直ちに収入簿を整理し、当

該更正が会計年度または会計区分に係るものであるときは、収納金融機関に対し、更正通

知書により通知するものとする。 

第４節 収入未済金 

（収入未済金の翌年度への繰越） 

第２６条 収入決定権者は、出納閉鎖期日までに収入の終わらない歳入については、これに

係る調定額を翌年度に繰り越さなければならない。 

２ 前項の規定により調定額を翌年度に繰り越すときは、国庫支出金及び道支出金について

は過年度収入に、その他については当該歳入科目に繰り越さなければならない。 

（不納欠損の整理） 

第２７条 収入決定権者は、すでに調定した歳入についてその徴収の権利が消滅しているも

のがあるときは、不納欠損として処理しなければならない。 

２ 収入決定権者は、前項に定めるもののほか、不納欠損として整理すべきものがあるとき

は次の各号に掲げる事項を、管理者に報告し、指示を受けて処理しなければならない。 

(1) 不納欠損の科目及び金額 

(2) 納入義務者の住所、氏名その他必要な事項 

３ 前 2 項の規定により不納欠損の処理をするときは、不納欠損調書兼通知書により行わな

ければならない。 

４ 収入決定権者は、前項の規定により不納欠損の処理をしたときは、関係帳簿を整理する

とともに出納機関に通知しなければならない。 

第３章 支出 

第１節 支出負担行為 

（支出負担行為の範囲） 

第２８条 支出負担行為者は、歳出予算に基づく支出負担行為については配当を受けた範囲

内において、継続費又は債務負担行為に基づく支出負担行為にあっては、予算の定めると

ころによりこれをしなければならない。 

（支出負担行為の整理区分） 

第２９条 支出負担行為として整理する時期、支出負担行為の範囲及び支出負担行為に必要

な書類は、別表第 1に定める区分によるものとする。 

２ 前項に規定する経費に係る支出負担行為であっても、別表第 2に掲げるものについては、

前項の規定にかかわらず、同表の定める区分によるものとする。 

第２節 支出の手続 

（支出命令） 

第３０条 支出決定権者は、支出命令をしようとするときは、当該支出負担行為に基づき、

債権者から提出を受けた請求書又は第 34条の規定による支払調書について、法令等の規定

及び会計年度、歳出科目、金額等を調査のうえ、支出命令書を作成しなければならない。 

２ 支出決定権者は、支出命令書を出納機関に送付しなければならない。 

（支出負担行為伺書兼支出命令書） 

第３１条 支出決定権者は、前条の規定にかかわらず、支出する経費の種類及び性質等によ

り支出負担行為と同時に支出命令を行うことができる。 

２ 前項の支出負担行為及び支出命令は、支出負担行為伺書兼支出命令書により行うものと

する 

（分割支出の支出命令） 

第３２条 支出決定権者は、契約等により分割して支出を要するものについては、その支出

の根拠となる契約書等その経過を明らかにした書類を添付し、出納機関に送付しなければ

ならない。 

 （請求書の要件） 
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第３３条 第 30条第 1項の請求書は、次に掲げる事項を具備したものでなければならない。 

(1) 請求金額及びその算定の基礎となる明細 

(2) 債権者の住所及び氏名 

(3) 請求年月日及び債権者請求印 

２ 前項の請求書の記載事項については、これを訂正してはならない。ただし、請求金額以

外の記載事項については、請求印をもって訂正することができる。 

３ 口座振替によるときは、第 1 項のほか振込先金融機関名、口座名義人、預金種別及び口

座番号を記載した書類を添付しなければならない。 

（委任状の取扱い） 

第３４条 支出決定権者は、債権者を代理して請求又は領収しようとする者に対しては、委

任状を提出させなければならない。 

２ 委任状は、委任者及び受任者が署名押印したものとし、主管課においてその内容を審査

し、出納機関に送付するものとする。 

３ 出納機関に送付する委任状は、当該支出命令書に添付するものとする。 

（支払調書の作成） 

第３５条 次の各号に掲げる経費（これらの経費を資金前渡又は概算払により支出する場合

を除く。）については、納入通知書及び支払調書をもって請求書に代えることができる。 

(1) 報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金 

(2) 組合債の元利償還金、一時借入金利子 

(3) 負担金、補助金、寄附金及び保険料 

(4) 謝礼金、報償費及び見舞金 

(5) 補償金、補填金及び賠償金 

(6) 国及び地方公共団体に支払うべき経費 

(7) 訴訟費用 

(8) 前各号以外のもので債権者から請求書を徴することができない支払金 

 （集合支出命令） 

第３６条 次に掲げるものは、集合支出命令することができる。 

(1) 債権者が同一であって同一科目に属する 2口以上の請求があったとき。 

(2) 歳出科目及び支払期日の同一のもので 2人以上の債権者に支払するとき。 

 （法定控除金） 

第３７条 支出決定権者は、支出金額から次の各号に掲げるものを控除するときは、支出命

令書に控除金の種別及び債権者に支払うべき金額を明示しなければならない。 

(1) 所得税法(昭和 40年法律第 33号)に基づく源泉徴収に係る所得税 

(2) 地方税法(昭和 25 年法律第 226 号)に基づく特別徴収に係る都道府県民税及び市町村

民税 

(3) 地方公務員等共済組合法(昭和 37年法律第 152号)に基づく共済組合掛金 

(4) 健康保険法(大正 11 年法律第 70 号)、厚生年金保険法(昭和 29 年法律第 115 号)、雇

用保険法(昭和 49年法律第 116号)及び介護保険法(平成 9年法律第 123号)に基づく保険

料 

(5) その他法令の規定により給与等から控除するものとされているもの 

（支出命令の変更） 

第３８条 支出決定権者は、第 30条の規定により支出の命令をした後において、当該支出命

令に係る金額を変更する必要があるときは、直ちに支出命令の変更をしなければならない。

この場合において、既に支出手続がなされたものについては、戻入命令書を作成するもの

とする。 

（支出命令書の送付期限） 

第３９条 支出命令書等は、次に掲げる期日までに出納機関に送付しなければならない。た

だし、特別な理由があるときは、この限りでない。 

(1) 支払期日の定められたものについては、支払期日の 4日前 
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(2) 資金前渡及び概算払旅費は受領予定日の前々日 

(3) 会計年度経過後の支出命令書は 4月 30日 

２ 前項の期日が休祭日であるときは、その前日とする。 

３ 諸給与等を除き支払期日の定められた支出命令書については、支出命令書の「支払希望

日」をピンクのマーカーで表示しなければならない。 

（戻入命令） 

第４０条 支出決定権者は、歳出金の誤払い又は過渡しとなった金額を返納させるときは、

戻入者に戻入通知書を交付し、会計管理者に戻入通知をしなければならない。 

（過年度分の支払） 

第４１条 支出決定権者は、出納閉鎖期日までに支払の終わらなかったもの又は収入の還付

がなされなかったものがあるときは、これを翌年度の予算から支出しなければならない。 

第３節 支出の特例 

 （資金前渡のできる経費） 

第４２条 政令第 161条第 1項第 17号の規定により資金を前途することができるものは、次

の各号に掲げる経費とする。 

(1) 会議等出席者負担金 

(2) 交際費 

(3) 報酬、報償費及び費用弁償 

(4) 郵便はがき、切手及び収入印紙 

(5) 使用料、手数料及び委託料 

(6) その他即時支払をしなければ事務の取扱いに支障を及ぼす経費 

 （資金前渡職員） 

第４３条 支出決定権者は、政令第 161 条第 1 項及び前条に規定されている経費を資金前渡

の方法により支出しようとするときは、当該現金の支払いの事務に従事する職員（以下「資

金前渡職員」という。）を指定し、当該職員を債権者として前節の規定の例により処理しな

ければならない。 

 （資金前途の請求） 

第４４条 資金前渡を受けようとするときは、支出負担行為兼支出命令書（資金前渡）に次

の各号に掲げる事項を記載し請求するものとする。 

(1) 資金前渡を受けようとする理由 

(2) 資金概算額 

(3) 歳出科目 

(4) 資金の取扱期間 

(5) その他必要な事項 

（前渡資金の保管） 

第４５条 資金前渡職員は、資金の前途を受けたときは、その資金（以下「前渡資金」とい

う。）を、銀行預金又は安全な方法により保管しなければならない。これによって生じる利

子は、組合の収入とする。 

 （前渡資金の支払） 

第４６条 資金前渡職員が支払をするときは、債権者からの請求書を徴し、又は支出の原因

を明らかにした書類を審査のうえ、正当と認めたものに限り、領収書と引換えに現金の支

払をしなければならない。ただし、報酬等は関係書類に領収印を徴し、その他やむを得な

い理由により領収書を徴することができないときは、その理由及び支払の事実を証するに

足りる証明書をもって、これに代えることができる。 

（前渡資金の目的外使用禁止) 

第４７条 前渡した資金は、その前渡の目的以外の経費に使用してはならない。 

（出納簿の整理） 

第４８条 資金前渡職員は、出納のつど現金出納簿にこれを記載して、常に収支の状況を明

らかにしておかなければならない。ただし、会議出席負担金等の一時限りのものについて
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は、この限りでない。 

（前渡資金の精算） 

第４９条 資金前渡職員は、次により資金前渡精算兼精算命令書を作成し、継続して必要と

する資金についてはその月分を翌月 10日までに、その他のものについては用務終了後 5日

以内に証拠書類を添えて出納機関に報告しなければならない。 

２ 資金前渡職員に異動等があったときは、事務引継時までに精算しなければならない。 

３ 資金前渡職員が事故等により自ら精算できないときは、支出決定権者は別に職員を指定

して精算させなければならない。 

４ 第 1 項の規定により精算する場合、前渡資金に残額があるときは、その精算と同時に戻

入の手続をし、直ちに返納しなければならない。 

（資金前渡職員の補助） 

第５０条 資金前渡職員の事務を補助させるため、必要と認めるときは補助職員を置くこと

ができる。 

２ 補助職員は、資金前渡職員の指揮を受けて前渡資金の支払に関する事務を補助する。 

（概算払のできる経費） 

第５１条 政令第 162 条第 6 号の規定により概算払いをすることができるものは次の各号に

掲げる経費とする。 

(1) 損害賠償金 

(2) 保険料 

(3)  公社、公団等に支払う経費 

(4) 臨時に電灯又は電力の供給を受けるに要する工事費及びその従量制による電灯電力

量の予納金 

(5) 概算払いをしなければ契約しがたい請負、委託、購入又は借入に要する経費 

（概算払の手続） 

第５２条 支出決定権者は、政令第 162 条に規定する経費について概算払の方法により支出

しようとするときは、前節の規定の例により処理しなければならない。 

２ 概算払いの方法により支出するときは、支払調書に代えて概算払調書を用いるものとす

る。 

（概算払の精算） 

第５３条 支出決定権者は、概算払いを受けた者をして当該経費に係る債務が確定したとき

又は当該債務の履行期日が到来したときは、直ちに概算払精算書を提出させなければなら

ない。ただし、支出決定権者が特に必要と認めた場合は精算の期日を延期することができ

る。 

２ 支出決定権者は、前項の規定による精算の結果過払金があるときは当該過払金を返納さ

せなければならない。 

３ 支出決定権者は、概算払精算書が提出されたときは、関係帳簿を整理するとともに出納

機関に送付しなければならない。 

（前金払のできる経費） 

第５４条 政令第 163 条第 8 号の規定により前金払をすることができるものは、次の各号に

掲げる経費とする。 

(1) 訴訟に要する経費 

(2) 公社、公団等に支払う経費 

(3) 保険料 

(4) 借入金の利子 

(5) 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第 5 条の規定に

より、登録を受けた保証事業会社（以下「保証事業会社」という。）の保証に係る公共事

業に要する経費 

（前金払の手続） 

第５５条 支出決定権者は政令第 163 条又は同令附則第 7 条の規定により前金払の方法によ
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り支出しようとするときは、前節の規定の例により処理しなければならない。ただし、こ

の場合において支払調書には「前金払」と記載しなければならない。 

（前金払の整理） 

第５６条 支出決定権者は、前金払いをした者からその対象とされた事務、事業又は給付の

一部又は全部について給付等があったときは、その給付等に相当する金額について整理を

しなければならない。 

２ 前金払をした契約の既済部分に対し部分払をする場合には、前金払の金額に部分払すべ

き金額の契約金額総額に対する割合を乗じて得た金額をその部分払すべき金額から控除し

なければならない。 

 （過年度支出） 

第５７条 支出決定権者は、政令第 165 条の 8 の規定による過年度支出をするときは、その

金額及び理由を具した書面に債権者の請求書その他の関係書類を添えて、管理者の承認を

受けなければならない。 

 （公金振替） 

第５８条 支出決定権者は、次の各号に掲げる支出をする場合は、公金振替命令書を出納機

関に送付しなければならない。 

(1) 会計間又は会計内の収入支出を振り替えるとき。 

(2) 歳計現金と歳入歳出外現金との間の収入支出を振り替えるとき。  

(3) 歳計現金と基金との間の収入支出を振り替えるとき。 

(4) 歳計剰余金を翌年度へ繰り越すとき。 

第４節 支払の手続 

（支出命令書の審査） 

第５９条 出納機関は、支出決定権者から支出命令書を受け取ったときは、当該支出負担行

為について、次の事項を審査しなければならない。 

(1) 会計年度、会計区分及び歳出科目に誤りがないこと。 

(2) 予算の目的に違反していないこと。 

(3) 予算額又は配当予算額を超過していないこと。 

(4) 支出すべき金額及びその金額の算定に誤りがないこと。 

(5) 債権が確定していること。 

(6)  法令その他の規定に違反していないこと。 

２ 前項の場合において、必要があると認めるときは、当該支出負担行為につき実地又は書

類により調査することができる。 

３ 出納機関は、支出命令について審査の結果支出することができないと認めたものについ

ては、支出決定権者に対し理由を付し、当該支出命令書を返戻しなければならない。 

（支出命令の取消し） 

第６０条 出納機関は、支出決定権者から支出命令の取消通知を受けたときは、当該支出命

令書を返戻しなければならない。 

（支出命令の支払不能） 

第６１条 出納機関は、年度内に支払できないものは、当該支出命令書の欄外に「執行不能」

と表示し、返戻しなければならない。 

（歳出科目の更正） 

第６２条 支出決定権者は、会計年度、会計区分又は歳出科目に誤りがあるときは、更正命

令書により所要の調整を行い、出納機関に送付しなければならない。 

（小切手） 

第６３条 政令第 165 条の 4 の規定により振り出す小切手は、指定金融機関が発行するもの

を使用するものとする。 

（小切手の振出し） 

第６４条 小切手の振出事務は、次により行わなければならない。 

(1) 小切手の額面金額は印字機によるアラビア数字を用いることとし、これを訂正しては
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ならない。 

(2) 小切手の額面金額以外の記載事項を訂正するときは、朱線を引き訂正印を押さなけれ

ばならない。 

(3) 書損じ等の小切手を廃棄するときは、当該小切手に斜線を引き、小切手振出済書と合

わせ整理保管しなければならない。 

(4) 小切手を振り出したときは、指定金融機関に小切手振出済通知書を送付しなければな

らない。 

（小切手による支払） 

第６５条 指定金融機関は、会計管理者の振り出した小切手の呈示を受けたときは、次の各

号の事項を調査のうえ、その支払をしなければならない。 

(1) 小切手は、所定の要件を備えたものであるか。 

(2) 小切手は、振出日から 1年を経過したものでないか。 

２ 前項の規定により、小切手が支払できないものであるときは、その措置について会計管

理者に協議しなければならない。ただし、小切手振出日から 1 年を経過したものであると

きは、その小切手の余白に「支払期日経過」の旨記入し、これを呈示した者に返戻しなけ

ればならない。 

（小切手支払済報告） 

第６６条 指定金融機関は、前条第 1 項の規定により、小切手の支払をしたときは、小切手

支払済報告書により、翌月 5日までに出納機関に報告しなければならない。 

（歳出支払未済額の振替） 

第６７条 指定金融機関は、当該年度に振り出した小切手で出納閉鎖期日までに支払われな

いものがあるときは、その金額を会計管理者が指定する口座に振り替えなければならない。 

２ 指定金融機関は、前項に規定する小切手で振出日から 1 年間を経過したものは、支払期

間満了の日に払い出し、その日の属する年度の歳入に組み入れなければならない。 

（小切手の償還） 

第６８条 会計管理者は、小切手の所持人から支払期間を経過した小切手の償還の請求を受

けたときは、これを調査し、償還すべきと認めたときは、所持人に対して償還させ、合わ

せて支払の手続をとらせなければならない。 

 （支出の区分） 

第６９条 出納機関は、支払をしようとするときは、窓口払、口座振替払、納付書払、隔地

払及び繰替払の区分に従いこれを行う。 

 （窓口払） 

第７０条 出納機関は、窓口払をしようとするときは、領収書と引換えに小切手を振り出し、

指定金融機関に小切手振出済通知書に支出命令書を添えて通知しなければならない。ただ

し、現金で支払うときは、債権者から領収書を徴し、これと引換えに現金支払証を交付し、

指定金融機関に支払通知書に支出命令書を添えて通知しなければならない。 

２ 指定金融機関は、前項の通知を受けたときは、現金支払証と引換えに現金の支払をしな

ければならない。 

（債権者の領収印） 

第７１条 債権者の領収印は、請求印と同一のものでなければならない。ただし、紛失その

他やむを得ない理由により改印を申し出た場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定に該当する場合は、出納機関は、印鑑を証明する書類又は債権者を

確認し得る書類を求めることができる。 

 （官公署に対する支払） 

第７２条 出納機関は、官公署等に対する支払で当該官公署等の収納機関に払い込むものに

ついては、支出命令書に当該官公署等の発行した納付書を添え指定金融機関に交付し、支

払うものとする。 

（口座振替による支払） 

第７３条 令第 165 条の 2 に規定する口座振替のできる金融機関は、網走手形交換所加盟金
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融機関及び指定金融機関と為替契約のある金融機関とする。 

２ 出納機関は、前項の金融機関に預金口座を設けている債権者から申出があるときは、口

座振替の方法により支払をするものとする。 

３ 前項の債権者からの申出の方法は、請求書に金融機関名、口座番号その他必要な事項を

記入させるものとする。ただし、既に口座振替の債権者登録をしている債権者については、

この限りでない。 

４ 出納機関は、口座振替をしようとするときは、フロッピーディスク又は口座振替通知書

等に支出命令書を添えて指定金融機関に通知しなければならない。 

５ 指定金融機関は、前項の通知を受けたときは、第 1 項に規定する金融機関の債権者預金

口座に振替えし、口座振替済報告書を出納機関に提出しなければならない。 

６ 出納機関は、第 2 項による口座振替の申出の際に、口座振込済通知を申し出た債権者に

対しては、口座振込済通知書により通知するものとする。 

（支払不能金の処理） 

第７４条 指定金融機関は、前条に規定する支払において債権者に支払ができないときは、

支払不能金通知書により出納機関に通知しなければならない。 

２ 出納機関は、前項の規定による通知を受けたときは、所要の調査を行い、当該支払不能

金の処理方法を指定金融機関に通知しなければならない。 

（隔地払） 

第７５条 出納機関は、本組合管内以外の債権者に支払しようとするときは、指定金融機関

に支払場所を指定した隔地払通知書を交付しなければならない。 

２ 支払場所は、債権者の利便を考慮して、その場所を指定しなければならない。 

３ 出納機関は、指定金融機関から提出された送金済報告書をもって、債権者に対する領収

書とみなして整理することができる。 

 （公金振替命令書の送付等） 

第７６条 出納機関は、公金振替をしようとするときは、振替通知書に公金振替書を添えて

指定金融機関に通知しなければならない。 

２ 指定金融機関は、前項の通知を受けたときは、収入・支出の振替えの手続をし、出納機

関に振替済報告書及び振替納付書を提出しなければならない。 

（法定控除金の整理） 

第７７条 出納機関は、給与等の支出命令書に法定控除金のある場合は、支払通知書に控除

額の内容を明示した調書及び納付書を添付し、指定金融機関に通知しなければならない。 

２ 指定金融機関は、前項の通知を受けたときは、支払金額より法定控除金を控除し、歳入

歳出外現金へ収納し領収書を出納機関に提出しなければならない。 

（支出の記録） 

第７８条 出納機関は、支出証票に基づき支出日計表を作成し、各会計現金出納報告書と照

合しなければならない。 

２ 出納機関は、毎月の支出額を会計年度別、会計区分別及び歳出科目ごとに区分し、支出

月計表を作成しなければならない。 

（現金出納簿） 

第７９条 出納機関は、第 23条の収入日計表及び前条の支出日計表に基づき、現金出納簿を

作成しなければならない。 

（月計対照表の作成） 

第８０条 出納機関は、月計対照表を作成し、翌月 15日までに管理者に提出しなければなら

ない。 

（支出証票の編纂） 

第８１条 出納機関は、支出証票を支払日ごとに会計年度別、会計区分及び歳出科目ごとに

編纂し、保管しなければならない。 

第５節 支出の過誤及び整理 

（過誤金等の戻入） 
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第８２条 支出決定権者は、歳出の誤払い又は過渡しとなった金額及び資金前渡若しくは概

算払をした場合の精算残金を返納させるときは、戻入書により返納を決定し、これを支出

した経費に戻入しなければならない。 

２ 支出決定権者は、前項の規定により誤払い若しくは過渡しとなった金額又は精算残金を

返納させるときは、返納人に対して戻入通知書を送付するものとする。 

３ 支出決定権者は、第 1 項の決定により戻入を決定したときは戻入命令書に関係帳簿に所

要の事項を記載し、当該戻入命令書を出納機関に送付しなければならない。 

 （歳出科目の更正） 

第８３条 支出決定権者は、会計年度、会計区分又は歳出科目に誤りがあるときは、更正命

令書により所要の調整を行い、出納機関に送付しなければならない。 

２ 出納機関は、前項の規定により更正の通知を受けた場合において、当該更正が会計年度

又は会計区分に係るものであるときは、支払金融機関に対し更正通知書により通知しなけ

ればならない。 

第４章 決算 

（決算説明資料の提出） 

第８４条 課長等は、出納閉鎖後 3 月以内に、次の各号に掲げる歳入歳出決算説明資料を管

理者に提出しなければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 決算額が予算に比べて著しく増減があったときはその理由 

(3) 多額な歳出予算の流用又は予備費の充用があった場合は、当該流用又は充用に係る歳

出予算の執行の結果 

(4) 歳入に係る補助金の主要なものについての補助効果の概要 

(5) 監査委員の指摘事項に対する措置の結果 

(6) その他必要な事項 

第５章 契約 

第１節 一般競争入札 

（一般競争入札に参加する者の資格） 

第８５条 管理者は、政令第 167 条の 5 の規定により、一般競争入札に参加する者に必要な

資格を定めたときは、網走地区消防組合公告式条例の定めるところにより公示しなければ

ならない。 

２ 管理者は、一般競争入札に参加する者に必要な資格を定めたときは、その定めるところ

により定期に又は随時に一般競争入札に参加しようとする者の申請をまって、その者が当

該資格を有するかどうかを審査するものとする。 

３ 管理者は、前項の審査の結果によりその資格を有する者の名簿を作成するとともに、申

請者に結果を通知しなければならない。 

（入札公告） 

第８６条 一般競争入札に付そうとするときは、その入札期日の前日から起算して少なくと

も 10 日前に網走地区消防組合公告式条例の定めるところにより公告しなければならない。

ただし、急を要する場合は、これを 5日までに縮めることができる。 

２ 前項の公告は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 競争入札に付する事項 

(2) 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

(3) 契約条項を示す場所 

(4) 競争入札執行の場所及び日時 

(5) 入札保証金に関する事項 

(6) 最低制限価格を設けたときのその事項 

(7) 契約書作成の要否 

(8) 前金払に関する事項 

(9) その他競争入札に関し必要と認める事項 
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第８７条 管理者は、前条の公告において、当該公告に示した競争入札に参加する者に必要

な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする旨を明らか

にしなければならない。 

 （入札の中止及び延期） 

第８８条 管理者は、必要があると認めるとき、又は競争者が 2 人以下の場合は、その入札

を中止し、又は延期することができる。 

（入札保証金） 

第８９条 一般競争入札に加わろうとする者は、管理者が指定する時間までに、見積金額の

100 分の 5 以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、次の各号の一に該当す

る場合においては、管理者は、入札保証金の全部又は一部を免除することができる。 

(1) 一般競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に組合を被保険者する入札保

証保険契約を締結したとき。 

(2)  第 85 条の規定による資格を有する者により一般競争入札に付する場合において、当

該入札に参加しようとする者が過去 2 年間に国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ

同じくする契約を 2 回以上締結し、それを誠実に履行し、かつ、その者が契約を締結し

ないこととなるおそれがないと認められるとき。 

２ 前項第 1 号の入札保証保険契約を結んだことにより入札保証金を納めさせないときは、

当該入札保証保険契約の保険証券を提出させなければならない。 

（入札保証金に代える担保） 

第９０条 政令第 167 条の 7 第 2 項の規定による管理者が確実と認める担保は、次に掲げる

ものとする。 

(1) 鉄道債券その他の政府の保証のある債券 

(2) 予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165号）第 78条第 1項第 2号に規定する債券 

(3) 銀行又は管理者が確実と認める金融機関（以下「認定金融機関」という。）が振出し、

又は支払保証をした小切手 

(4) 銀行又は認定金融機関が引受け、又は保証若しくは裏書きをした手形 

(5) 銀行又は認定金融機関に対する定期預金債権 

(6) 銀行又は認定金融機関若しくは公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年

法律第 184 号）第 2 条第 4 項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」という。）

の保証 

２ 前項第 5 号の定期預金債権を入札保証金に代わる担保として提供させるときは、当該債

権に質権を設定させ、当該債権に係る証書及び当該債権に係る債務者である銀行又は認定

金融機関の承諾を証する確定日付のある書面を提供させなければならない。 

（担保の価値） 

第９１条 前条第 1項各号に掲げる担保の価値は、次の各号に掲げるところによる。 

(1) 鉄道債券その他の政府の保証のある債券、金融債は、額面金額又は登録金額（発行価

格が額面金額又は登録金額と異なるときは発行価格）の 8割に相当する金額 

(2) 地方債は、政府ニ納ムヘキ保証金其ノ他ノ担保ニ充用スル国債ノ価格ニ関スル件（明

治 41年勅令第 287号）の例による金額 

(3) 銀行又は認定金融機関が振出し、又は支払保証をした小切手金額 

(4) 銀行又は認定金融機関が引受け、又は保証若しくは裏書をした手形は、手形金額（そ

の手形の満期の日が、当該手形を提供した日の 1 月後であるときは、提供した日の翌日

から満期の日までの期間に応じ、当該手形金額を一般の金融市場における手形の割引率

によって割り引いた金額） 

(5) 銀行又は認定金融機関に対する定期預金債権は、当該債権証書に記載された債権金額 

(6) 銀行又は認定金融機関若しくは保証事業会社の保証は、その保証する金額 

 （入札保証金の納付及び返還） 

第９２条 入札保証金は、現金又は前条の規定による有価証券で納めなければならない。 

２ 入札保証金は、落札しなかった者には即時、落札人には契約を締結した後、直ちに返還



- 14 - 

 

する。ただし、落札人は、これを契約保証金に充てることができる。 

（入札保証金の帰属） 

第９３条 落札人が次の各号の一に該当するときは、入札保証金は、組合に帰属する。 

(1) 落札を取り消したとき。 

(2) 所定の期間内に契約を結ばなかったとき。 

(3) 入札につき不正の行為があったとき。 

(4) その他この規則に定めた入札条件に違反したとき。 

２ 入札保証金の納付を免除された落札人が契約を締結しないときは、組合は、当該落札人

から入札した見積金額の 100分の 5に相当する金額を違約金として徴する。 

 （予定価格の決定等） 

第９４条 管理者は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、その入札に付す

事項につき、当該事項に関する仕様書、設計書等によって予定価格を定めなければならな

い。 

２ 予定価格は、一般競争入札に付する事項の総額について定めなければならない。ただし、

一定期間継続してする製造、修理、加工、売買、供給及び使用等の契約の場合においては、

単価についてその予定価格を定めることができる。 

３ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、

履行の難易、数量の多寡及び履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

４ 管理者は、予定価格を定めたときは、予定価格調書を作成し、封書にし、開札の際これ

を開札の場所におかなければならない。 

 （最低制限価格を設けることができる契約） 

第９５条 管理者は、当該契約の内容に適合した履行を確保するため特に必要があると認め

るときは、政令第 167条の 10第 2項の規定により最低制限価格を設けることができる。最

低制限価格の取扱いについては、別に定めるものとする。 

２ 最低制限価格を設定するときは、予定価格調書にその金額を記載しなければならない。 

（入札の拒否） 

第９６条 管理者は、入札に際し、次の各号の一に該当する者があるときは、入札を拒否す

る。 

(1) 入札時刻を経過した者 

(2) 入札保証金を納付しない者 

（入札の方法） 

第９７条 入札しようとする者は、所定の入札書に所要事項を記載し記名押印のうえ管理者

の指示により、所定の場所及び日時に差し出さなければならない。 

２ 郵便により入札しようとする者は、その封筒に「何々入札書」と朱書し、書留郵便で提

出しなければならない。 

３ 入札代理人は、入札に際し、委任状を提出しなければならない。 

４ 入札人及び代理人は、同時に他の代理人として入札に加わることはできない。 

５ 一旦提出した入札書は、いかなる理由があっても、引換、変更又は取り消すことはでき

ない。 

 （開札） 

第９８条 開札の際は、入札書の金額及び氏名を記録し、その順位を決めなければならない。

この記録には、入札人ごとの入札保証金の額を付記しなければならない。 

 （落札） 

第９９条 入札は、管理者が定めた予定価格以下の最低価格をもって落札価格とする。ただ

し、売却、譲渡又は貸与に関する入札は、予定価格以上の最高をもって落札価格とする。 

２ 政令第 167条の 10第 1項の規定により、最低価格の入札人以外の者を落札人とするとき

は、その理由を付して、最低価格の入札人に通知しなければならない。 

 （無効入札） 

第１００条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 
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(1) 入札保証金額が所定の額に満たないとき。 

(2) 入札人の記名押印がないとき。 

(3) 同一人が 2通以上の入札をしたとき。 

(4) 金額を訂正し、又は金額その他重要な事項が不明瞭なとき。 

(5) 郵便による入札で所定の日時までに到着しなかったとき。 

(6) 入札の資格がない者が入札したとき。 

(7) 入札に関し不正の行為があったとき。 

(8) その他この規則で定める入札に関する条件に違反したとき。 

（再度入札及び再度公告入札） 

第１０１条 開札の結果、落札人がなかったときは、直ちに再度の入札を行う。この場合に

は、初めに入札しなかった者を加えてはならない。 

２ 入札人がないとき及び入札を中止したとき、又は前項の再度入札をしたが落札人がなか

ったとき、若しくは落札人が契約を結ばなかったときは、更に期日を定めて入札を行うこ

とができる。この場合、入札公告の期間は第 86条ただし書の期間までに縮めることができ

る。 

（落札決定の通知） 

第１０２条 管理者は、一般競争入札の落札人を決定したときは直ちに当該落札人に口頭又

は書面で必要な事項を通知するとともに、その他の入札人に対して落札人の決定があった

旨を知らせなければならない。 

 （せり売り） 

第１０３条 政令第 167条の 3の規定によるせり売りは、この節の規定に準じて行う。 

第２節 指名競争入札 

（指名競争入札の参加者の資格及び名簿への登録） 

第１０４条 政令第 167条の 11第 2項の規定により指名競争入札に参加する者に必要な資格

を定めた場合における公告の方法、その他の手続については、第 85 条の規定を準用する。 

（指名基準） 

第１０５条 指名競争入札に指名することができる者は、次の各号に該当するものでなけれ

ばならない。 

(1) 過去における組合との契約の履行が誠実であった者 

(2) 契約の履行が誠実かつ確実と認められる者 

(3) 管理者が、別に定める基準に適合する者 

 （指名競争入札の参加者の指名） 

第１０６条 管理者は、指名競争入札に付するときは前条の基準に該当する者の中から入札

に参加する者を少なくとも 3 人以上指名しなければならない。ただし、当該入札に参加さ

せることができる者が 3 人に達しない場合にあっては、その参加させることができる者に

よって指名競争入札を行うことができる。 

２ 前項の場合において、第 86条に規定する所定の見積期間を設けて、その指名する者に通

知しなければならない。ただし、急を要する場合は、これを 5 日間まで縮めることができ

る。 

（一般競争入札の規定の準用） 

第１０７条 第 88条から第 102条の規定は、指名競争入札の場合に準用する。 

第３節 随意契約 

（随意契約） 

第１０８条 政令第 167 条の 2 第 1 項第 1 号に規定する規則で定める額は、政令第 167 条の

2 第 1 項第 1 号別表第 5 上欄に掲げる契約の種類に応じ、同表下欄に定める額によるもの

とする。 

 （予定価格の決定等） 

第１０９条 管理者は、随意契約によろうとするときは、あらかじめ第 94条の規定に準じて

予定価格を定め、予定価格調書を作成しなければならない。 
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（予定価格調書の省略） 

第１１０条 管理者は前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する場合は、予定価格

調書の作成を省略することができる。 

(1) 法令の規定により価格の定められている物件を買い入れるとき。 

(2) 図書、定期刊行物その他市場価格をそのまま予定価格として採用して差し支えない物

品を買い入れるとき。 

(3) 一件の予定価格が 30万円以下の契約をするとき。 

 （見積書） 

第１１１条 管理者は、随意契約の方法により契約を締結しようとするときは、2 人以上の

者から見積書を徴さなければならない。ただし、契約の性質又は目的により 2 人以上の者

から見積書を徴することができない場合は、1人の者から見積書を徴することができる。 

２ 管理者は、次の各号に該当する場合において、見積書を徴することを省略できる。 

(1) 法令の規定により価格が定められているものについて契約をするとき。 

(2) 図書、定期刊行物その他市場価格をそのまま予定価格として採用して差しつかえない

物品を買い入れるとき。 

(3) 一件の予定価格が 10万円以下の契約をするとき。 

第４節 契約の締結 

 （契約書の作成） 

第１１２条 管理者は、一般競争入札若しくは指名競争入札により落札者を決定したとき、

又は随意契約の相手方を決定したときは契約書を作成しなければならない。 

２ 契約書には次の事項を記載し、管理者又はその委任を受けた者及び契約の相手方（以下

「契約人」という。）双方が記名の上押印するものとする。 

(1) 契約の目的 

(2) 契約金額及び支払方法 

(3) 契約履行の場所 

(4) 契約履行期限 

(5) 保証金の額及び契約違反の場合における保証金の処分方法 

(6) 監督及び検査 

(7) 各当事者の履行の遅延その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の

損害金 

(8) 危険負担 

(9) かし担保責任 

(10) 契約に関する紛争の解決方法 

(11) その他必要な事項 

 （契約書の作成の省略） 

第１１３条 次の各号の一に該当する場合においては、前条の規定にかかわらず、契約書の

作成を省略することができる。 

(1) 契約金額が 130万円を超えない契約を締結するとき。 

(2) せり売りに付するとき。 

(3) 物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき。 

(4) 国又は地方公共団体と契約をする場合で、他の手続方法により契約を履行するため契

約書の作成の必要がないとき。 

 （請書等の徴収） 

第１１４条 管理者は、前条（第 4号を除く。）の規定により契約書の作成を省略する場合に

おいても、契約の適正な履行を確保するため、特に軽微な契約を除き、請書その他これに

準ずる書面を徴するものとする。 

 （契約保証金） 

第１１５条 組合と契約を結ぶ者は、契約金額の 100分の 10以上の契約保証金を納付しなけ

ればならない。ただし、次の各号の一に該当する場合においては、管理者は、契約保証金
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の全部又は一部を免除することができる。 

(1) 契約人が保険会社との間に組合を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

(2) 契約人から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。 

(3) 契約人が過去 2 年間に国又は地方公共団体と種類及び規模等をほぼ同じくする契約 

を 2 回以上締結し、それを誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれが

ないと認められるとき。 

(4) 物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。 

(5) 随意契約を締結する場合において、契約金額が 130万円以下で、かつ、契約人が契約

を履行しないこととなるおそれがないとき。 

(6) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されるとき。 

(7) 国又は地方公共団体と契約をするとき。 

(8) 指名競争入札又は随意契約の方法により契約を締結する場合において、管理者が納付

の必要がないと認めたとき。 

 （契約保証金の納付及び返還） 

第１１６条 契約保証金は、契約締結前に現金又は第 90条に規定する有価証券で納付しなけ

ればならない。 

２ 契約保証金は、契約を履行した後でなければ返還しない。 

（仮契約書の作成） 

第１１７条 管理者は、議会の議決を必要とする契約については、議会の同意を得たときに

当該契約が成立する旨を契約人に告げ、かつ、その旨を記載した仮契約書を作成するもの

とする。 

２ 管理者は、前項の事案について議会の議決を得たときは、遅滞なくその旨を契約人に通

知しなければならない。 

（契約期日の制限） 

第１１８条 契約は、その契約すべき事実が生じた日から 7 日以内に結ばなければその効力

を失う。ただし、災害その他避けることのできない理由により、管理者が特に延期を認め

た場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定は、請書を提出する場合に準用する。 

第５節 契約の履行 

（遅延損害金） 

第１１９条 契約人が契約の履行を遅延した場合において、遅延日数 1 日につき、契約金額

の 1000 分の 1（遅延損害金の率について、契約書において定めた時は、その率による。）

に相当する遅延損害金を徴収する。ただし、災害その他避けることのできない理由による

場合は、この限りでない。 

２ 前項の遅延損害金は、契約人に支払うべき代金と相殺し、なお、不足があるときは、こ

れを追徴する。 

 （契約の解除） 

第１２０条 管理者は、契約人が次の各号の一に該当すると認めたときは、契約を解除する

ことができる。 

(1) 契約期間内に履行の見込みがないと認めたとき、若しくは契約を履行しないとき。 

(2) 契約の締結若しくは履行又は入札に関し不法な行為があったとき。 

(3) 正当の理由がなく管理者又は関係職員の指示又は監督に従わなかったとき。 

(4) 契約人又は入札人としての資格を失ったとき。 

(5) その他この規則又は契約条項に違反したとき。 

 （契約解除に伴う違約金） 

第１２１条 管理者は、前条の規定により契約を解除した場合において、その納付に係る契

約保証金は組合が取得する。 

２ 契約保証金が納付されていない場合で、契約人が履行保証保険契約を締結しているとき

はその保険金を取得し、その他の時は契約金額に 10分の 1を乗じて得た額以上で管理者が
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定める額の違約金を徴収する。 

３  前項の規定にかかわらず、工事の請負その他の管理者が定める契約について、前条の規

定により契約を解除した場合において、契約金額に 10分の 1を乗じて得た額以上で管理者

が定める額の違約金を徴収するものとする。この場合において、契約保証金が納付されて

いるときはその契約保証金を、履行保証保険契約を締結しているときはその保険金をそれ

ぞれ違約金に充当することができる。 

 （契約解除による既済部分の措置） 

第１２２条 管理者は、第 120 条の規定により請負契約を解除した場合は、工事又は製造の

既済部分及び検査に合格した搬入資材を引き取らせるか、又は組合の所有とすることがで

きる。 

２ 前項の規定により、組合の所有する場合に支払う代価の算定は、既済部分に相当する設

計金額に請負金額を乗じ、これを総設計金額で除したものとする。 

 （不可抗力による期限の延長） 

第１２３条 災害その他避けることのできない理由により、契約の履行が困難な場合は、契

約人は、直ちにその理由を記載し、工事にあっては工程表を添えて、管理者にその延期を

願い出なければならない。 

２ 前項の場合において、管理者は、その理由が正当と認めたときは必要期間を延長するこ

とができる。 

 （監督又は検査） 

第１２４条 管理者は、法第 234 条の 2 第 1 項に規定する監督又は検査を行わせるため、工

事監督員又は検査員を任命するものとする。ただし、業務委託については、監督員を業務

担当員と、物品の購入については検査員を検収員と読み替えるものとする。 

２ 管理者は、前項の規定により監督を命じた職員に、特別の必要がある場合を除き、当該

監督の対象となった工事、製造その他の請負契約（以下「請負契約」という。）の契約の履

行又は給付の完了の確認のための検査員を兼ねさせてはならない。 

 （工事監督員の職務） 

第１２５条 管理者は、工事監督員を任命したときは、氏名を契約人に通知しなければなら

ない。 

２ 工事監督員は、必要があるときは、請負契約に係る仕様書及び設計書に基づき当該契約

の履行の監督上必要な細部設計図、原寸図等を作成し、又は契約人が作成したこれらの書

類を審査して承認をしなければならない。 

３ 工事監督員は、必要があるときは、請負契約の履行について、立会い、工程の管理、履

行途中における工事、製造等に使用する材料の試験若しくは検査等の方法により監督をし、

契約人に必要な指示をするものとする。 

４ 工事監督員は、監督の実施にあたっては、契約人の業務を不当に妨げることのないよう

にするとともに、監督において特に知ることができたその者の業務上の秘密に属する事項

は、これを他に漏らしてはならない。 

５ 工事監督員は、所管の長に定期若しくは随時に、監督の実施についての報告をしなけれ

ばならない。 

 （検査員の職務） 

第１２６条 検査員は、請負契約についての給付の完了の確認につき、契約書、仕様書及び

設計書その他の関係書類に基づき、当該契約に係る監督員の立ち会いを求め、当該給付の

内容について検査を行わなければならない。 

２ 検査員は、請負契約以外の契約についての給付の完了の確認につき、契約書その他の関

係書類に基づき、当該給付の内容及び数量について検査を行わなければならない。 

３ 前 2 項の場合において特にその必要があるときは、破壊し、若しくは分解し、又は試験

して検査を行うものとする。この場合において、分解、回復等に要する費用は、契約の相

手方の負担とする。 

（契約事項の完成通知及び検査） 
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第１２７条 契約人は、契約事項を完了したときは、直ちにその旨を管理者に通知しなけれ

ばならない。 

２ 前項の通知があったときは、管理者は、速やかに関係職員に検査させなければならない。 

３ 前項の検査に合格したものについては、検査員は、検査調書又は検収調書（以下「検査

調書等」という。）を作成しなければならない。 

４ 物品の購入又は修繕及び役務の提供については、検査の結果、物品納入検収調書又は完

了検査調書を作成する。ただし、10 万円以下の場合は第 30 条の規定により支出命令書の

検収印を押すことによって検査調書等の作成を省略できる。 

５ 法第 167条の 15第 4項の規定により、職員以外の者で、検査の委託を受けた者は、第 3

項の規定に準じて検査し、及び検査調書等を作成して管理者に提出しなければならない。 

（契約金の支払） 

第１２８条 契約金は、別に定めがある場合を除き、契約履行後にこれを支払う。 

（部分払） 

第１２９条 契約により 500 万円以上の請負契約に係る既済部分又は 100 万円以上の物件の

買入契約に係る既納部分に対し、その完済前又は完納前に代価の一部を支払う必要がある

場合における当該支払金額は、その既済部分に対する代価の 10分の 9、物件の買入契約に

あっては、その既納部分に対する代価を超えることができない。ただし、性質上可分の請

負契約に係る完済部分にあっては、その代価の全額まで支払うことができる。 

２ 前項の既済部分の算定は、既済部分に相当する設計金額に請負金額を乗じ、これを総設

計金額で除したものとする。 

３ 第 1項の部分払は、3回を超えることはできない。 

４ 前 3 項の規定により部分払をする場合は、第 127 条の規定に準じて検査を行うものとす

る。この場合の部分検査は、完成検査を妨げるものではない。 

 （前金払） 

第１３０条 第 54条の規定による保証事業会社の保証に係る土木、建築に関する工事及び工

事の設計又は調査に要する経費 300 万円以上（測量については、200 万円以上）の請負代

金で管理者が特に必要があると認めるものについては、前金払をすることができる。 

２ 前項の前金払の額は、土木、建築に関する工事における契約金額の 10分の 4以内（設計、

調査及び測量については、10分の 3以内）の額で管理者が別に定める。ただし、前金払の

額に 1万円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

３ 前金払を受けようとうする契約人は、次の書類を管理者に提出しなければならない。 

(1) 保証事業会社の保証証書 

(2) その他管理者が必要と認める書類 

４ 管理者は、前金払をした後において契約の内容を変更した結果、契約金額の 10分の 1以

上増額となったときは、その差額を前金払いするものとし、支払済の前金払額が契約金額

の 10分の 5をこえることとなったときは、その超過額を返還させるものとする。 

５ 管理者は、前項により前金払の額を変更した場合及び工期に変更を生じたときは、保証

契約変更証書を提出させるものとする。 

６ 契約人は、前金払を契約した工事の省令附則第 3 条第 1 項に定める材料費等として必要

な経費以外の支出に充当してはならない。 

７ 管理者は、契約人が前 2 項に違反したときは、契約人に対して管理者の指定した期間内

に前金払の返還を命ずることができる。 

 （建物等についての火災保険） 

第１３１条 第 129 条の規定により部分払をする場合において、部分払の対象となる工事又

は製造に係るものが、その性質上火災保険契約の目的となり得るものであるときは、これ

に組合を受取人とする火災保険を付し、かつ、当該保険証書を組合に提出させなければな

らない。 

（権利、義務の譲渡制限） 

第１３２条 契約人は、契約に基づく権利を譲渡し、又はその義務を移転してはならない。
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ただし、あらかじめ、管理者から書面による承諾を得たときは、この限りでない。 

 （契約履行中における他に与える損害の帰属） 

第１３３条 契約履行中に他に損害を与えたときは、契約人において賠償の責に応ずる等適

切な処置をするものとする。 

第６章 指定金融機関等 

第１節 収納 

（現金の収納） 

第１３４条 収納金融機関は、納入義務者又は出納機関から納入通知書、その他の納入に関

する書類（以下「納入通知書等」という。）により歳入金の納付を受けたときは、これを領

収し、領収証書を当該納入義務者又は出納機関に交付し、組合の預金口座に受入れの手続

きをとらなければならない。 

 （過年度収入に係る現金の収納） 

第１３５条 収納金融機関は、第 26条第 2項の規定により翌年度に繰り越したものに係る歳

入金又は返納金について、納入通知書等又は戻入通知書により現金の納付を受けたときは、

前条の規定の例により処理しなければならない、この場合において、収納にかかる現金は、

翌年度の歳入として領収し、納入通知書等及び戻入通知書には「過年度収入」と朱書して

おかなければならない。 

（口座振替による収納） 

第１３６条 収納金融機関は、納入義務者から納入通知書等又は戻入通知書（前条に規定す

るものに限る。）の呈示を受けて政令第 155条の規定により口座振替の方法により納入する

旨の申出を受けたときは、直ちに納入義務者の預金口座から払い出して、組合の預金口座

に受入れの手続きをとらなければならない。 

 （証券による収納） 

第１３７条 収納金融機関は、証券で納入を受けたとき（納入金の一部について証券による

納付を受けた場合を含む。）は、遅滞なくこれを支払人に呈示し、支払いの請求をしなけれ

ばならない。 

２ 収納金融機関は、前項の規定により支払の請求をした場合において、当該証券に係る支

払いが拒絶されたときは直ちに支払がなかった金額に相当する領収済額を取り消し、さら

に組合の預金口座への受け入れを取り消すとともに、小切手法（昭和 8年法律第 57号）第

39条の支払拒絶証券又はこれと同一の効力を有する宣言、その他支払拒絶があったことを

証するに足りる書類の作成を受け、これにより支払い拒絶を証明して、当該証券とともに

これを出納機関に送付しなければならない。 

 （過誤納金の払戻し） 

第１３８条 収納金融機関は、第 24条第 4項の規定により「過誤納還付」と記載のある小切

手により払い戻すときは、次節の例により処理しなければならない。 

（会計又は会計年度の更正） 

第１３９条 収納金融機関は、第 25条第 2項の規定により出納機関から更正通知書により会

計年度又は会計の更正の通知を受けたときは、その通知を受けた日付において更正の手続

きをとらなければならない。 

 （歳入歳出外現金等の受入れ） 

第１４０条 歳入歳出外現金等の受入れについては、前 6条の規定を準用する。 

第２節 支払 

 （小切手等の確認） 

第１４１条 支払金融機関は、出納機関が振り出した小切手又は支払案内書の呈示を受けて

支払いを求められたときは、次の各号に掲げる事項を調査し、その支払いをしなければな

らない。 

(1) 小切手は、合式であるか。 

(2)  小切手は、その振出日付から 1年を経過したものではないか。 

(3) 小切手がその毎会計年度所属歳出金の出納閉鎖期日後に呈示されたものであるとき
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は、第 144 条第 1 項の規定により小切手支払未済繰越金として整理されているものであ

るか。 

(4) 支払案内書の記載に誤りがないか。 

２ 支払金融機関は、前項の規定により調査した結果支払をすることができないと認めると

きは、当該小切手又は支払案内書を呈示した者にその理由を告げて支払を拒み、その旨を

出納機関に通知しなければならない。  

 （隔地払及び口座振替の手続き） 

第１４２条 支払金融機関は、第 75条第 1項の規定により隔地払請求書とともに隔地払資金

の交付を受けたときは、直ちに送金又は払込みの手続きをとらなければならない。 

２ 支払金融機関は、第 73条第 4項の規定により口座振替通知書の交付を受けた場合は、直

ちに組合の預金口座から当該債権者の預金口座に振り替えをしなければならない。 

 （公金振替書による手続） 

第１４３条 支払金融機関は、第 76条の規定により公金振替書の交付を受けたときは、直ち

に振替の手続きをしなければならない。 

 （支払未済金の整理） 

第１４４条 支払金融機関は、毎年度の小切手振出済金額のうち、出納閉鎖期日までに支払

を終わらないものについては、小切手振出済通知書により調査し、これに相当する金額を

小切手支払未済資金繰越金として整理し、支払未済資金繰越調書を作成し、これを指定金

融機関に送付しなければならない。 

２ 支払金融機関は、出納閉鎖期日後において、その属する会計年度が前年度のものである

小切手の呈示を受けて支払いを求められたときは、当該小切手がその振出の日から 1 年を

経過していないものである場合に限り、前項の小切手支払未済資金繰越金から支払いをし

なければならない。 

３ 支払金融機関は、前項の規定により小切手支払未済資金繰越金から支払いを行ったとき

は、これを指定金融機関に通知しなければならない。 

４ 指定金融機関は、第 1 項の規定による小切手支払未済資金繰越調書の送付を受けたとき

は、これらをとりまとめて小切手支払未済資金繰越報告書を会計管理者に送付しなければ

ならない。 

（支払未済金の歳入への繰入れ） 

第１４５条 支払金融機関は、前条第 1 項の規定により小切手支払未済繰越金として整理し

たもののうち、小切手の振出日付から 1 年を経過してもなお支払が終わらない金額に相当

するものは、小切手振出済通知書により調査のうえ、毎月末日に小切手支払未済資金繰越

金から払い出してこれを現年度の歳入金に繰り入れなければならない。 

２ 支払金融機関は、第 75条第 1項の規定により交付をうけた資金のうち、資金交付の日か

ら 1 年を経過し、まだ支払いを終らない金額に相当するものは、その送金を取消し、これ

を毎月末日において、当該取り消した日の属する年度の歳入に納付しなければならない。 

３ 支払金融機関は、前 2 項の規定により歳入の繰入れ又は納付をしたときは、小切手支払

未済資金繰入報告書又は隔地払支払未済資金納付報告書を作成し、指定金融機関に送付し

なければならない。 

４ 指定金融機関は、前項の規定による送付を受けたときはこれらをとりまとめ会計管理者

に送付しなければならない。 

 （定額戻入） 

第１４６条 支払金融機関は、返納者から戻入通知書により返納金の納入を受けたときは、

前節の手続の例により処理しなければならない。ただし、出納閉鎖期日後に係るものにあ

ってはこの限りでない。 

（会計又は会計年度の更正） 

第１４７条 第 139条の規定は、第 83条第 2項の規定により出納機関から更正通知書により

更正の通知を受けた場合に準用する。 

 （歳入歳出現金等の払出し） 
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第１４８条 歳入歳出外現金等の払出しについては、前 7条の規定を準用する。 

第３節 雑則 

（出納区分） 

第１４９条 指定金融機関等における出納は、歳入金及び歳出金にあっては会計及び会計年

度別に、歳入歳出外現金等にあっては、会計年度並びに受入れ及び払出しの別に区分して

取り扱わなければならない。 

（指定金融機関の収支日計） 

第１５０条 指定金融機関等は、毎日の収納及び支払いの状況について、領収済通知書、戻

入通知書及び振替済通知書を添えて収支日計表を作成し、翌営業日までに出納機関に送付

しなければならない。 

 （報告の義務） 

第１５１条 指定金融機関等は、出納機関から収支日計、小切手の支払状況、その他その取

扱い事務関して報告を求められたときは、遅滞なく報告しなければならない。 

 （出納に関する証明） 

第１５２条 指定金融機関等は、出納機関から現金の出納及び支払いに関して証明を求めら

れたときは、その証明をしなければならない。 

 （収支月計対照表） 

第１５３条 指定金融機関は、前月の収納及び支払いの状況について月計対照表を 3 通作成

し、翌月 5日までに出納機関に提出しなければならない。 

２ 副会計管理者は、前項の規定により月計対照表の提出を受けたときは、関係帳簿と照査

し、相違ないと認めたときは、翌月 8日までに会計管理者に送付しなければならない。 

３ 出納機関は、第 1 項の月計対照表の金額を帳簿と照査し相違ないと認めたときは、その

旨を証明して指定金融機関に返付しなければならない。 

（帳簿等の保存） 

第１５４条 指定金融機関等は、収納及び支払いに関する帳簿等を年度別に区分し、当該年

度経過後 5年間保存しなければならない。 

第７章 基金、歳入歳出外現金及び有価証券 

（基金等に属する現金の出納） 

第１５５条 基金及び歳入歳出外に属する現金の出納及び保管については、収入及び支出の

例によるものとする。 

 （歳入歳出外現金等の整理区分） 

第１５６条 歳入歳出外に属する現金及び有価証券は、次の区分により整理しなければなら

ない。 

(1) 債権の担保 

 ア 指定金融機関の提供する担保 

  イ その他の担保 

(2) 保証金 

  ア 入札保証金 

 イ 契約保証金 

 ウ 跡請保証金 

(3)  保管金 

 ア 住民税（道民税を含む。） 

 イ 源泉徴収所得税 

  ウ 共済組合掛金 

  エ その他の保管金 

(4)  公売代金 

２ 前項のほか特に必要と認めるときは、会計管理者と協議のうえ、新たな区分を設けるこ

とができる。 

（歳入歳出外現金の出納） 
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第１５７条 歳入歳出外現金の出納の手続きについては、別に定めるものを除くほか、収入

及び支出の例による。 

（歳入歳出外に属する有価証券の出納） 

第１５８条 歳入歳出外に属する有価証券を受け入れるときは、これに有価証券納付書を添

え出納機関に送付し、納人に受領書を交付しなければならない。 

２ 前項の規定により受入れた有価証券を還付しようとするときは、納人から有価証券還付

請求書を徴するとともに、支出の例により出納機関に通知しなければならない。 

３ 出納機関は、前項の通知を受けたときは、納人から受領書を徴し、有価証券を還付しな

ければならない。 

（入札保証金の取扱い） 

第１５９条 出納機関は、入札保証金(入札保証金に代わる担保として供された証券を含む。)

を保管する。 

２ 出納機関は、入札保証金を受領したときは、納入者に入札保証金領収書を交付し、これ

を安全確実な方法により保管しなければならない。 

３ 出納機関は、開札が終了したときは、落札者とならなかった納入者から入札保証金還付

請求書兼領収書に受領印を徴し、保管する入札保証金を還付しなければならない。 

４ 出納機関は、落札者となった者から受領した入札保証金を直ちに指定金融機関に引き継

がなければならない。 

（会計年度及び年度区分） 

第１６０条 歳入歳出外現金の会計年度は、4月 1日から翌年 3月 31日までとし、現に受払

いを行った日の属する年度による。 

２ 年度末において歳入歳出外現金等に残額を生じたときは、これを翌年度に繰り越さなけ

ればならない。 

（私金との混同禁止） 

第１６１条 出納機関及び資金前渡職員が保管する現金は、私金と混同してはならない。 

（亡失等の報告） 

第１６２条 出納機関及び資金前渡職員は、保管する現金又は有価証券を亡失したときは、

直ちに次の事項を管理者に報告しなければならない。 

(1) 取扱者の職氏名 

(2) 亡失等の日時及び場所 

(3) 亡失等の金額 

(4) 亡失等の原因である事実の詳細 

(5) 平素における保管等の状況 

(6) 亡失等の事実発見後の措置 

(7) その他参考事項 

第８章 公有財産 

第１節 公有財産に関する事務 

（総括） 

第１６３条 公有財産の取得、処分及び管理等の事務を統一し、絶えず公有財産の状況を把

握する等、公有財産の総括に関する事務は消防本部が行い、消防長が統括する。 

 （検査及び指導） 

第１６４条 消防長は、公有財産に関する事務について実地に検査し、又はその結果に基づ

いて必要な措置を講ずべきことを求めることができる。 

第２節 取得及び処分 

（取得及び処分） 

第１６５条 公有財産の取得及び処分（法第 289 条に規定する財産処分を除く。以下同様と

する。）に関する事務は署長が行い、その取得及び処分する公有財産の範囲は、署長の属す

る消防署が管轄する区域内に有する公有財産とする。 

（取得要件） 
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第１６６条 公有財産を取得する場合には、当該財産に私権の設定又は特別の義務がある場

合、あらかじめこれを消滅させなければならない。 

（取得代金の支払） 

第１６７条 取得した公有財産の代金は、不動産にあっては登記又は登録の完了後、動産に

あってはその引渡しを受けた後でなければ、これを支払うことはできない。 

 （取得又は処分の報告） 

第１６８条 署長は公有財産の取得又は処分が決定したときは、すみやかに消防長に報告し

なければならない。 

第３節 管理 

 （管理） 

第１６９条 公有財産の管理は、署長が行い、その管理する公有財産の範囲は第 147 条に規

定する公有財産の取得及び処分する範囲と同様とする。 

（借受物件の管理） 

第１７０条 組合が借受している物件で公有財産と同一種類のものの管理は、署長が行い、

その管理する借受物件の範囲は前条と同様とする。 

 （平常管理） 

第１７１条 署長は、随時その管理する公有財産の現状を調査し、必要な事項について適切

な措置を講じなければならない。 

２ 前項に規定する調査すべき事項は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 維持、保存及び取締の適否 

(2) 建物の防火対策及び電気、ガス又は給排水等の施設又は設備の適否 

(3) 公有財産及び付属図面の照会 

(4) 土地境界の確認 

（登記又は登録） 

第１７２条 署長は、公有財産のうち登記又は登録を要するときは、法令の定めるところに

より遅滞なくその事務を行わなければならない。 

 （行政財産の目的外使用） 

第１７３条 管理者は、行政財産の目的外使用については、次の事項に該当する場合に限り

許可することができる。 

(1) 直接又は間接に組合の便宜となるとき、又は施設の運営を推進させるとき。 

(2) 国又は他の地方公共団体において組合の事務に関連ある事項を処理するため。 

(3) 電線を架設し、電柱を建設し、若しくは地下に水道管、ガス管その他の工作物を設置

するときで、特に必要やむを得ないものであると管理者が認めたとき。 

(4) その他管理者が必要と認めたとき 

２ 使用許可を受けようとする者は、公有財産使用許可申請書を管理者に提出しなければな

らない。 

３ 使用許可を受けた者が、使用許可の条件に違反したとき、又は公益上管理者が必要と認

めたときは、管理者は使用の許可を取り消し、又は停止することができる。この場合、組

合は、使用許可を受けた者に対し賠償の責は負わない。 

４ 使用許可を受けた者は、許可期間が終わったとき又は使用許可が取り消されたときは、

ただちにこれを原状に回復しなければならない。 

５ 使用許可を受けた者は、管理者の承認なくして原形を変更し、又は故意若しくは過失に

より荒廃させ、損傷し、若しくは亡失したときは、その損害を賠償しなければならない。 

第４節 公有財産台帳 

 （公有財産台帳） 

第１７４条 総務課長は公有財産について、署長はそれぞれ管理する公有財産について、区

分及び種目に従い、公有財産台帳を備えなければならない。この場合、総務課長は消防本

部に 1 部を、署長は 2 部を作成し、消防本部及び消防署にそれぞれ 1 部ずつ備えつけなけ

ればならない。 
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 （台帳への登録） 

第１７５条 公有財産台帳には、取得、処分及びその他の事由に基づき公有財産に変動があ

った場合には、遅滞なくその旨を登録しなければならない。 

 （台帳登録価格） 

第１７６条 公有財産台帳に登録すべき公有財産の価格は、次に掲げる区分によって定めな

ければならない。 

(1) 土地については、固定資産評価額に準じた評定価格 

(2) 建物、工作物等については、固定資産評価額に準じた評定価格又は建築費若しくは製

造費 

(3) 法第 238 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に規定する権利については、取得価格。ただし、

取得価格によることが不適当な場合は見積価格。 

(4) 法第 238条第 1項第 6号及び第 7号に規定する権利のうち、有価証券については払込

価格、出資による権利については出資金額、その他のものにあっては額面価格 

 （台帳価格の改定） 

第１７７条 台帳価格の改定は毎年、その年の 3月 31日の現況において、これを評価し、改

定しなければならない。ただし、前条第 3 号及び第 4 号に規定するもの、その他価格が改

定することが適当でないと管理者が指定するものは、この限りでない。 

第５節 報告 

 （公有財産決算報告） 

第１７８条 署長は、その管理する公有財産について、毎会計年度間における増減及び毎会

計年度末の状況について公有財産決算報告書（省令第 16条の 2に定める様式。以下「報告

書」という。）を作成し、4月末日までに総務課長に提出しなければならない。 

２ 総務課長は、公有財産の報告書を作成し、管理者に報告しなければならない。 

 （公有財産事故報告） 

第１７９条 署長は、その管理する公有財産について天災その他の事故により滅失又は汚損

を生じたときは、所定の手続きを経て管理者に報告しなければならない。 

 

附 則 

この規則は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

 

別表第 1(第 29条関係) 

支出負担行為の整理区分表 

     

区分 支出負担行為と

して整理する時

期 

支出負担行為の

範囲 

支出負担行為に必要な

書類 

備考 

1報酬 支出決定のとき 支給しようとす

る当該期間の額 

支給調書   

2給料 支出決定のとき 支給しようとす

る当該期間の額 

支給調書   

3職員手当等 支出決定のとき 支出しようとす

る額 

支給調書(支払調書) 

手当を支給すべき事実

を証する書類 

  

4共済費 

｛共済組合負

担金 

社会保険料｝ 

支出決定のとき 支出しようとす

る額 

支払調書内訳票 

払込通知書 
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5災害補償費 

｛療養補償、休

業補償費、葬祭

費｝ 

支出決定のとき 支出しようとす

る額 

本人又は病院等の請求

書、受領書、その他事

実発生報告書、給付額

の算定を明らかにする

書類 

  

7賃金 支出決定のとき 支出しようとす

る額 

賃金支給計算書 

勤務票 

  

8報償費 

｛報償費、買上

金、賞賜金｝ 

支出決定のとき 

契約締結のとき 

支出しようとす

る額 

契約金額 

決裁書、支出調書 

納品書、検収書、契約

書、請書、請求書、見

積書 

(物品購入のと

き) 

9旅費 

(旅費、費用弁

償) 

支出決定のとき 支出しようとす

る額 

出張命令書(票)、請求

書(票)、費用弁償算出

内訳書(票) 

  

10交際費 支出決定のとき 支出しようとす

る額 

請求書   

11需用費 

消耗品費、印刷

製本費、修繕

料、賄材料費、

飼料費、医薬材

料費、食糧費 

契約締結のとき 契約金額 契約書、請書、請求書、

検収書 

  

(光熱水費、燃

料費) 

請求のあったと

き 

請求のあった金

額 

請求書、検収書、納入

通知書 

  

12役務費 

運搬費、筆耕翻

訳料、火災保険

料、広告料、自

動車損害保険

料 

契約締結のとき 契約金額 契約書、請書、請求書、

検収書 

支払通知書等の写し 

  

｛通信費、手数

料、保管料｝ 

請求のあったと

き 

請求のあった金

額 

請求書、検収書、払込

通知書 

  

(郵便切手、は

がき) 

購入契約締結の

とき 

購入契約金額 請求書、検収書   

13委託料 委託契約締結の

とき又は請求の

あったとき 

契約金額 契約書、請書、請求書 

検収書 

  

14 使用料及び

賃借料 

契約締結のとき

又は請求のあっ

たとき 

契約金額又は請

求のあった金額 

契約書又は請求書、検

収書 

  

15工事請負費 契約締結のとき 契約金額 契約書、請書、請求書 

工事竣工検査書 

  

16原材料費 購入契約締結の 契約金額 契約書、請書、検収書   
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とき 請求書 

17 公有財産購

入費 

｛土地、家屋購

入費、権利購入

費｝ 

契約締結のとき 契約金額 契約書、請求書、請書、

登記簿の写し 

  

18備品購入費 

｛庁用器具、機

械器具、動物購

入｝ 

購入契約締結の

とき 

契約金額 契約書、請書、検収書、

請求書 

  

19 負担金補助

及び交付金 

請求のあったと

き又は交付決定

の指令をしたと

き 

請求のあった金

額又は交付決定

金額 

請求書、交付決定書(指

令書)の写し、概算払承

認書の写し 

  

22 補償補填及

び賠償金 

支払期日又は支

出決定のとき 

支出しようとす

る金額 

請求書、支払決定調書、

判決書謄本写、示談書

写 

  

23 償還金利子

及び割引料 

償還金、小切手

支払未済償還

金、利子及び割

引料、還付加算

金 

支払期日又は支

出決定のとき 

支出しようとす

る金額 

請求書、支払調書、納

入通知書 

  

25積立金 支出決定のとき 支出しようとす

る額 

支出調書、出納命令書

の写し 

  

26寄附金 支出決定のとき 支出しようとす

る額 

寄附申込書   

27公課費 支出決定のとき 支出しようとす

る額 

納税通知書、領収書等

の写し 

  

 

別表第 2(第 29条関係) 

区分 支出負担行為と

して整理する時

期 

支出負担行為の

範囲 

支出負担行為に必要な

書類 

備考 

1資金前渡 資金前渡をする

とき 

資金前渡に要す

る額 

資金前渡請求書   

2過年度支出 過年度支出を行

うとき 

過年度支出を要

する額 

請求書、内訳書、前年

度以前に債務が確定し

ていることを証する書

類 

過年度支出の旨

の表示をするこ

と 

3繰越し 当該繰越分を含

む支出負担行為

繰越をした金額

の範囲内の額 

契約書 繰越である旨の

表示をすること 
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を行うとき 

4 返納金の戻

入 

現金の戻入 (又

は戻入の通知)

があったとき 

戻入する額 内訳書   

5 債務負担行

為 

債務負担行為を

行うとき 

債務負担行為の

額 

契約書、その他の関係

書類 

  

 


